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米国における連結納税の理論と制度
金　光　明　雄＊
１．はじめに
　周知のとおり，わが国では2002年（平成14年）４月に開始する事業年度より連結納税制度が
導入されている。国税庁の統計資料によれば，平成19事務年度（平成19年７月１日～平成20年
６月30日）中の連結申告件数は671件で，連結法人数（親子法人合計）は7,341法人である１）。
適用初年度（平成14事務年度）の連結申告件数が304件，連結法人数（親子法人合計）が4,093
法人であったことからも２），連結納税制度が法人税制として定着してきたことが窺えるだろう。
　ところで一般に制度が進化する場合，ある段階から次の段階へ移行する場合には，①移行を
促す問題点，②外性的制度モデルの導入，③外生的制度モデルと旧段階の特性との間で展開す
る内生的調整過程があると考えられる（岡田［1997］，５頁）。このうち，①は移行の内的必然
性に置き換えて考えてもよいであろう。この考え方を適用すると，わが国での連結納税制度の
実施を考える場合，はじめに①の内的必然性を識別する必要がある。この点については，すで
に多くの先行研究で言及されている。拙稿［2002］もそのひとつである。拙稿［2002］では，
連結納税制度の必然性を企業の経営形態に対する課税の中立性の確保に求め，それは企業グル
ープという経済的一体性に着目し，そこに属する各法人の担税力に応じた課税を行うことによ
り実現されるとしている。そして次に必要なのは，②の外生的制度モデルを理解する作業であ
る。わが国では早くから，米国の所得通算型の連結納税制度を基本とした本格的な連結納税制
度の導入を行うという基本方針が打ち出されていた（税制調査会［1999］）。したがって②につ
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１）国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2008/renketsu/01.htm，2009年11月24日
現在）より入手した。
２）国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2003/0310-06/01.htm，2009年11月24日現
在）より入手した。
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いては，米国の連結納税制度が対象となるだろう。最後に③の内生的調整は，個々の法人を課
税単位とする法人税体系との整合性をいかに図るかを検討する作業になると思われる。
　このうち本稿では，②の外生的制度モデル，すなわち米国の連結納税制度について考察する。
わが国に連結納税制度が導入されてから７年が経過するが，この間，制度の問題点やその改善
策などを含め，連結納税制度の事後的な検証はあまりなされてこなかった。少なくとも筆者の
知るかぎり，これに取り組んでいるのは大倉［2004］のみである。大倉［2004］は，企業へア
ンケート調査を実施し，実務の立場から制度上の問題点を浮き彫りにしている。その内容は，
適用要件，損益通算から派生する損失や欠損金の取扱い，内部取引損益の取扱い，連結納税適
用開始時の子会社資産の時価評価など多岐にわたっている。このことからも，連結納税制度を
詳細に事後検証し，制度上の問題点に対する処方箋として解決策を提示し，今後の制度運営の
あり方を議論していくことが急務であると考えられる。その際の議論において有益な示唆を与
えてくれるのが，わが国が模範としている米国の連結納税制度であろう。
　本稿では，米国の連結納税制度がどのように展開されてきたかその歴史的変遷を辿るととも
に，現在の米国の連結納税制度の基本構造を体系的に分析することを通じて，わが国制度にも
共通する実践的課題の中から連結課税所得の計算における主要な論点を取り上げて，これを考
察していくこととする。
２．連結納税制度の生成と発展
　本節では，Crestol et al.［1995, Chapter 1, pp.1-24］に依拠しながら，米国における連結納
税制度の発展を歴史的に考察していくこととする。
（１）連結納税制度の制定
①1917年歳入法規則（1917 Regulations）
　米国において連結納税制度が初めて導入されたのは，1917年歳入法規則41号においてであっ
た。当時，米国連邦政府は，第一次世界大戦の戦費調達を行うために，1917年の歳入法におい
て戦時超過利潤税（excess profits tax）を規定していた。戦時超過利潤税は累進税率（graduated 
rate）を適用していたため，企業規模の大きい企業は，高率な累進税率の適用から逃れるため
に会社を分割し，設立した子会社に当該企業の所得を移転させ，超過利潤税を回避しようとす
る動きが顕著であった。
　1917年歳入法規則41号によって制定された連結納税制度は，そのような租税回避行為を防止
するために要請されたものであった。したがって同制度は，納税者が選択し得るものではなく，
内国歳入庁長官により公平な課税のために必要と判断された場合に，その適用が強制されるも
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のであった。
②1918年歳入法（Revenue Acts of 1918）
　1918年歳入法において，連結納税制度は法律として成文化され，内国歳入庁長官の判断によ
ってではなく，法的に強制されるものとなった。また同時に，適用対象が戦時超過利潤税だけ
でなく法人所得税にも広げられた。これには，経済的単位を構成する企業グループを１つの単
位として課税すべきことを要求するという歳入庁側のねらいがあった。とくに会計実務の立場
（たとえば当時の米国公認会計士協会）からは，「親子会社間の取引価格は，正常な市場価格に
よらないで親会社が恣意的に決定することができるため，親会社は税負担の低い会社に多くの
利潤が生じるように内部取引を操作しようとする。そしてこれによって，親会社の租税負担の
軽減を図ろうとする。このような租税回避行為を防止するには，グループ会社の所得を一体と
して課税する方法か，あるいは親子会社間の取引を市場価格によって計算する方法のいずれか
が必要になってくるが，連結納税の方が政府と納税者の両方にとって現実的，便宜的，かつ公
正である。」として，連結納税制度の導入に対し強い要望があった（Davies［1918］）。
　これに対し当時の上院財政委員会（Senate Committee on Finance）は，「連結の直接的な
効果としては，税額を増加させる場合もあれば減少させる場合もあるが，その一般的な恒久的
効果は租税回避の防止にある。税法が連結を要件とする規定を有していないと，通常はひとつ
の企業の支店として経営される活動を分割して独立の法人組織とすることを無制限に認めてし
まうことになる。当委員会は，連結納税申告の採用を勧告する理由は，基本的にはそれが租税
回避行為の防止あるいは歳入効果に役立つからではなく，実態としてのひとつの事業単位であ
るものをひとつの課税単位として課税する原理が，健全，衡平，かつ納税者と政府にとって便
宜であるとの考えに基づくものである。」とし，租税回避行為を防止する手段として，企業グ
ループをひとつの課税単位として把握すべきであるとの見解を示している３）。
（２）超過利潤税の廃止に伴う政策転換
①1921年歳入法（Revenue Acts of 1921）
　第一次世界大戦の終結に伴い超過利潤税が廃止されると，それまでの連結納税制度の租税回
避行為の防止手段としての機能は失われることとなった。1921年歳入法では，親子会社の所得
を分割することによって未実現利益に対して課税を行うのは不合理であるとし，納税者の利益
を優先すべく，課税当局による強制的税制から納税者による選択税制へと政策転換が図られた。
また同時に，連結申告を選択した場合は適用の継続性が要求されることになった。
②1924年歳入法（Revenue Acts of 1924）
３）Finance Committee Report on the 1918 Act, Sen. Rep. No.617, 65th Cong., 3rd Sess.
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　1924年歳入法において，連結グループにおける親子会社の判断基準として，以前の「実質的
な全株式の所有または支配」にかわり，「議決権株式の95％所有」とする明確な数値基準が設
けられた。
③1926年歳入法（Revenue Acts of 1926）
　1926年歳入法においては，連結グループにおける親子会社の判断に際し，以前の「議決権株
式」を基礎とする持株基準から「配当制限付き優先無議決権株式（non-voting stock which is 
limited and preferred as to dividends）以外の全株式」を基礎とする持株基準へと変更された。
（３）経済不況による連結納税制度の廃止
①1928年歳入法（Revenue Acts of 1928）
　連結納税制度の規定は，解釈と適用において非常に複雑かつ困難な問題を引き起こし，この
ために連結申告に関連する訴訟も相当の割合に達していた（Horwich［1965］）。そこで1928年
歳入法において，連結納税制度の関連する訴訟と混乱を避けるべく，1929年以降に連結納税申
告書を提出する場合はすべての連結法人の同意を条件とするという規定が新たに設けられた。
②1932年歳入法（Revenue Acts of 1932）
　1929年の大恐慌に端を発した経済不況のなかで，連結納税制度に対し，連結法人グループ内
での所得と損失の通算が連結グループの優遇につながるとの批判が多く向けられるようになっ
た。そこで1932年歳入法では，1932年と1933年に限って3/4％の連結付加税（additional tax）
を課すことが規定された。
③1934年歳入法（Revenue Acts of 1934）
　この時期の経済不況は深刻さを増し，連結納税制度に対する批判はさらに高まるばかりであ
った。そこで1934年歳入法においては，将来的には全面的に廃止することを前提に，当面は鉄
道会社を除いて連結納税制度の廃止が決定された。引き続き連結申告が認められた鉄道会社に
は２％の連結付加税が課せられた。
（４）超過利潤税の再制定に伴う連結納税制度の復活と整備
①1940年歳入法（Revenue Acts of 1940）
　第二次世界大戦に伴い再び超過利潤税が制定されると，1940年歳入法において，超過利潤税
に対して納税者の選択による連結納税制度が復活した。ただし保険会社等は，例外的に適用除
外とされた。
②1942年歳入法（Revenue Acts of 1942）
　1942年歳入法において，連結納税制度の適用が法人所得税に対しても広げられ，連結納税制
度が全面的に復活することとなった。ただし，不当な税負担の軽減を防止するという目的から，
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２％の連結付加税を課すことが規定された。
③1954年内国歳入法（Internal Revenue Code of 1954）
　1954年内国歳入法では，連結グループにおける親子会社の判断基準が以前の「95％持株基準」
から「80％持株基準」に緩和され，また公益事業に対しては連結付加税の適用が廃止された。
さらに利益積立額の計算目的（earning and profit computation purpose）のために，連結納
税債務（consolidated income tax liability）を連結法人に配分するための４つの選択的方法が
整備された。
④1964年内国歳入法（Internal Revenue Code of 1964）
　1964年内国歳入法では，1942年歳入法で規定されていた連結付加税が全面的に廃止された。
⑤1966年内国歳入法施行規則（1966 Regulations）
　1966年には，連結申告規則の大幅な改正が行われた。連結申告における会計基準の個別適用
の容認，内部取引損益に関する処理方式の転換，子会社投資修正規定の整備，繰越欠損金控除
規定の整備などがそうである。これらは，連結納税制度の実質的な改正を意味し，連結主体観
の問題４）に対しても大きな影響を及ぼすこととなった。1966年の規則改正は，今日の米国の
連結納税制度の基礎を成している。
３．連結納税制度の基本構造
（１）連結納税制度の適用要件
①制度の適用対象
　連結納税の適用対象となる連結グループは，以下の持株関係にある共通親会社（common 
parent corporation）と子会社から構成される（IRC1504（a）（1）（2））。
（a）共通の親会社は，１社以上の法人の議決権株式の80％以上，かつ，株式の総価値（the 
total value of the stock）の80％以上を直接に所有していること。
（b）共通の親会社を除いた連結法人の議決権株式の80％以上，かつ，株式の総価値の80％以
上が，１社以上の他の連結法人により直接所有されること。
なお連結グループは，原則として内国法人に限定され，外国法人は連結納税の対象外としてい
る（IRC1504（d））。
４）連結納税制度において連結法人の相互関係をいかに解釈するかについては、単一主体概念（single entity 
concept）と個別主体概念（separate entity concept）の２通りの見解がある（拙稿［2006］）。このような
議論は連結主体観の問題として扱われ、米国では、連結申告規則を支える基本的思考として立法レベルで
議論が繰り広げられた（Dahlberg［1987］）。
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②制度適用の選択と継続
　連結納税制度の適用は任意であり，企業の判断に委ねられている。連結申告を適用する場合
には，持株基準をみたした連結グループに属する子会社すべての参加と，課税年度中に連結グ
ループに属するすべての法人による連結申告規則（consolidated return regulations）への同
意が必要とされる（IRC1501）。また，連結納税制度を選択した場合は，連結グループが存続
する限り，内国歳入庁によって相当な理由が認められる場合（たとえばIRCや施行規則の改正
の結果，個別申告と比べて連結申告のほうが相当に不利な影響を受けるような場合
（Reg.1.1502-75（c）（2）））を除いて，連結納税制度の継続適用を要する（Reg.1.1502-75（a）（2））。
③事業年度の調整
　連結グループに属するすべての連結法人は，親会社の事業年度に統一しなければならない。
当該事業年度の途中で連結グループに加入した法人については，加入後からの期間を連結申告
年度に含める（Reg.1.1502-76（a））。
④会計基準の調整
　米国の個別課税所得計算においては，１つの企業が複数の事業活動を行っている場合，事業
ごとに異なる会計基準の適用が容認されている（IRC446）。これとの整合性から，連結申告で
は連結グループ内での会計基準の統一は必要とされない（Reg.1.1502-17）。
⑤連結納税債務の帰属主体
　親会社は連結法人の代理人として，連結納税申告書の提出と税金の納付を行う立場にある。
ただし連結グループに属するすべての連結法人は，連結納税債務に対し個別に責任を負う
（Reg.1.1502-75（a）およびReg.1.1502-77）。
（２）個別課税所得の連結修正
　連結課税所得は，連結グループの各法人の個別課税所得を基礎とし，これに連結に必要な修
正を加えたうえで合算して算定する（Reg.1.1502-11（a））。連結修正には，次の２種類がある
（Reg.1.1502-12）。
　ひとつは，連結計算するために特別な計算を要する項目の調整である。この連結修正項目は，
特に連結グループ内で予見される租税回避行為の問題と関わりが大きく，したがってそれをど
のように防止し，いかに適正な課税所得計算を行うべきかという観点から連結修正が行われる。
調整項目としては，（a）内部取引に係る未実現損益の課税繰延べ，（b）連結法人間受取配当の
消去，（c）含み損失の控除制限，（d）連結子会社株式に係る投資価額修正，（e）子会社株式譲渡
損失の否認などがある。なお，これらは連結課税所得の計算における主要な論点として重要な
意味合いを有していることから，本稿では別途詳細な検討を行う（４～６節を参照）。
　いまひとつは，当該金額が連結ベースで計算されるため，それらを予め消去する手続である。
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（a）純事業欠損金の控除，（b）資本資産譲渡損益，（c）事業用資産譲渡損益，（d）慈善寄付金，
および（e）受取配当特別控除がそれである。これらの項目は，すでに個別課税所得計算の段階
で考慮されているが，連結納税制度のもとでは連結ベースで計算されるから，計算の重複を避
けるために，各法人の個別課税所得が合算される前の連結修正の段階で消去しておく必要があ
る。
（３）連結課税所得の計算
　連結課税所得の金額は，連結修正後の個別課税所得金額あるいは純事業欠損金額を合算し，
これに連結修正の段階で消去された，資本資産に係る譲渡利得額または損失額，取引または事
業用資産に係る譲渡利得額または損失額，慈善寄付金控除額，および受取配当金特別控除額を
加算または控除することによって算定される。この金額がマイナスの場合は，連結純事業欠損
金（consolidated net operating loss）となる。連結純事業欠損金については，欠損発生年度の
前２年または後20年の連結課税所得に対し，繰越・繰戻し控除が可能である（Reg.1.1502-21）。
（４）連結納税債務額の算定と配分
　連結グループ全体の連結納税債務の金額は，連結課税所得の金額に対して連結ベースで税率
を適用し，これに代替ミニマム税，留保利益税，同族持株会社税などを加算し，さらに外国税
額控除等を差し引いて算定される（Reg.1.1502-2）。
　各法人に配分される連結納税債務の金額は，各法人が負担すべき納税債務額の決定だけでな
く，社外流出される損金不算入費用であるゆえ，投資修正の減額項目および配当の源泉となる
税務上の利益剰余金の計算要素としても重要な意味を有する。歳入法および連結申告規則は，
連結納税債務の配分方法について，（a）個別所得法，（b）個別申告税額法，（c）増加税額配分法，
および（d）その他歳入庁長官によって承認された方法の４つの原則的な配分基準を提示し，法
人はそのうちいずれかの方法を選択しなければならないと規定している（IRC1552, 
Reg.1.1552-１）５）。
　（a）個別所得法とは，連結修正後の個別課税所得の金額を基準にして連結納税債務額を配分
していく方法である。（b）個別申告税額法とは，各法人が個別申告をしていた場合に発生して
いたであろう納税債務額を基準にして，連結納税債務額を各法人に按分していく方法である。
そして，個別所得法と個別申告税額法を併用するのが（c）増加税額配分法である。この方法は，
連結納税制度の適用により負担する税額が増加した法人の税額を，連結納税制度の適用により
負担する税額が減少した法人に対し，その減少した税額に比例して配分する方法である。いず
５）各配分基準の名称は、租税調査会［1998］の和訳を参考にしている。
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れの方法も，欠損の発生した連結法人は配分の対象外としていることに大きな特徴がある６）。
　連結法人に配分された連結納税債務は，連結グループに属する連結法人の代理人として納税
を行った親会社に対する支払債務を示す。しかしながら，連結グループ内における連結納税債
務の実質的な負担については，連結グループの自由裁量に任されているため，親会社と連結子
会社で交わされた個別契約に従うことになる。このため，連結法人に配分された連結納税債務
の金額と実際に負担した金額が異なることがある。この場合，連結申告規則では，親会社が連
結子会社から受け取った金額が配分基準により配分された連結納税債務の金額よりも大きいと
き（すなわち，連結子会社が超過負担した場合）は，連結子会社からの子会社株式に係る配当
金として，また逆の場合（すなわち，親会社が超過負担した場合）は，連結子会社への資本拠
出として処理するよう規定されている（Reg.1.1552-1）。
４．連結法人間取引に係る連結修正
（１）内部取引に係る未実現損益の課税繰延べ
①消去方式と繰延方式
　連結申告年度に連結法人間で行われた取引（以下，内部取引という）で生じた未実現損益に
ついては，外部取引等により実現するまでのあいだ課税の延期を要する。その制度設計は，内
部取引に係る損益の帰属先を譲受法人と譲渡法人のどちらにするかによって，次の２つの方式
に大別される。ひとつは，連結法人間の内部取引価格は簿価（原価）によって行われたものと
みなし，内部取引に係る損益はすべて譲受法人側に帰属させるという考え方（「消去方式」
（elimination））である。いまひとつは，連結法人間の内部取引価格を通常の取引価格を用いて
行うことによって，いったん譲渡法人において内部取引に係る損益を認識するが，未実現損益
が存在する場合には，これを譲受法人において実現されるまでの間，譲渡法人側で課税を繰延
べるという考え方（「繰延方式」（deferral））である。
　たとえば，当期において，Ｐ社はＳ社に原価100の商品を120で販売し，翌期においてＳ社は，
その商品を外部の第三者に150で販売したとしよう。消去方式によれば，当期のＰ社のＳ社に
対する内部取引に係る損益20は消去され，翌期にＳ社において，内部取引に係る損益20を含む
売却益50が所得として計上される。他方，繰延方式によれば，当期のＰ社のＳ社に対する内部
取引に係る損益20は，未実現損益としてＰ社において繰延べられる。そして翌期に，Ｐ社では
未実現損益20が所得に戻し入れられ，Ｓ社では売却益30が所得して計上される。
　現在，米国の連結納税制度では繰延方式が採用されている。繰延方式は，企業の個別主体性
６）各配分方法については、拙稿［2003］で数値例を用いて詳細に検討している。
米国における連結納税の理論と制度
- 11 -
（single entity）および対応原則（matching rule）または繰上原則（acceleration rule）の概念
によって支えられている（Crestol and Hennessey［1997］， Section4, pp.9-25）。内部取引に係
る損益とその帰属主体の決定には，別個の法人格をもつ法人の個別主体性を重視する。すなわ
ち，内部取引は別個の法人格を持った通常の法人間取引とみなされ，この観点から内部利益の
金額と帰属先が決定される。他方，期間帰属（timing），所得の性質（character），および所
得の源泉（source）などの属性は，対応原則または繰上原則に準拠して決定される。対応原則
とは，すべての内部取引について，同一企業内における部門間取引と同様の効果が得られるよ
うに処理することを求める考え方である。ただし，対応原則によっても部門間取引と同様の効
果が得られないような場合（たとえば，譲渡法人と譲受法人のいずれかが，途中で連結グルー
プから脱退するような場合）には，部門間取引と同様の効果が得られなくなる直前の時点にお
いて処理することを要求する繰上原則が適用される。
②繰延方式による租税回避行為の防止
　繰延方式が支持される最大の理由は租税回避行為の防止である。米国の連結納税制度では，
1966年の施行規則改正で消去方式から現行の繰延方式へと転換が図られたが，それはBeck 
Builders社事件にみられる消去方式を利用した親子会社間での租税回避行為が発端となったと
いわれている。
　事件の骨子は次のとおりである７）。子会社から住宅団地の建築工事を請け負った親会社は，
通常の取引価格によって請負対価の支払を受けたが，親会社は請負利益を税務上消去し，その
後，子会社が住宅団地の売却益を実現する前に，親会社は子会社株式を簿価で外部の第三者に
売却した。これに対し歳入庁は，「親会社の請負対価は株式譲渡の利得の性質をもつものであ
る。」と主張したが，租税裁判所の判決は，「親会社の請負利益が株式譲渡によって実現したと
いう証拠はない。」として，歳入庁の主張を退けた。子会社の買い手は会社を直ちに清算し，
建物に新しい価額を付して取得したため，当初親会社で消去された請負利益は永久に課税され
ることはなかったのである。
　この一連の行為は，内部取引に係るすべての損益を譲受法人による販売等の実現利益ととも
に譲受法人に帰属させようとする考え方がもたらしたものと解される。もし繰延方式であれば，
繰上規定の適用により，子会社株式の売却時点で親会社において未実現利益に対する課税が行
われるため，消去方式に起因する租税回避行為を防止することが可能となる。
　また繰延方式によれば，内部取引に係る損益の帰属先が通常の取引形態と同様に決定される
ため，取引の事実関係に見合った適正な所得配分が可能となる。消去方式は，内部取引に係る
損益の帰属主体が譲受法人となるため，取引の経済的実態の観点からすると，結果として不合
７）詳しくは、Henry C. Beck Builders, Inc. v. Comm., 41 TC 616（1964）を参照されたい。
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理な所得の配分をもたらすことになる。このことは，さきの数値例が示すとおりである。
（２）連結法人間受取配当の消去
①受取配当金の所得不算入
　歳入法は，税務上の利益剰余金（earnings and profits）８）を源泉とし，株主に対してなされ
る金銭その他の資産の分配を配当と定義している（IRC316（a））。歳入法で規定する要件を満
たす連結法人間の受取配当金については，連結課税所得の計算上，受取法人の所得から全額控
除される（Reg.1.1502-13（f）（1））。また金銭以外の資産による配当が行われた場合は，これ
を内部取引とみなし，譲渡利得または損失については対応原則を適用し税務処理される
（Reg.1.1502-13（f）（2））。いずれの場合においても，所得へ算入されなかった受取配当金に相
当する金額だけ，受取法人が保有する子会社株式の簿価を減額修正（negative adjustment）
しなければならない。
　利益剰余金の金額を超える配当など，歳入法の要件を満たさない配当が行われた場合，当該
金額だけ子会社株式簿価を減額修正し，減額しきれない分は超過損失（excess loss account）（子
会社株式のマイナス勘定）に計上し，子会社株式が譲渡されるときに譲渡利得として所得へ算
入するように規定されている（IRC301（c）, Reg.1.1502-32）。
②課税の繰延べ
　連結法人間の受取配当金は，子会社株式の投資価額修正を条件に，すべて所得不算入とされ
る。所得不算入とされた金額は，将来の子会社株式の譲渡時に譲渡利得として所得に算入され
課税が行われる。つまり連結修正で消去された受取配当金は，永久に非課税というわけではな
く，子会社株式の譲渡時まで繰延べられることとなる。
５．子会社株式の投資価額修正
①積極修正と消極修正
　連結申告規則では，各連結申告年度の年度末時点および持分変動時点において，子会社株式
の投資価額修正（investment adjustment）を要求している（Reg.1.1502-32（a））。連結法人は，
各連結申告年度の年度末時点および持分変動時点において，保有する連結子会社およびその下
位に属する連結子会社（いわゆる孫会社）の株式投資価額（basis of stock）（税務上の帳簿価
８）歳入法では、税務上の利益剰余金（earnings and profits）に関する概念的な定義はなく課税所得を基礎に
一定の調整を加えることによって導かれるとしている（IRC312）。その調整プロセスの詳細については、
Weidenbruch and Burke［1989］を参照されたい。
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額を意味する）を，連結子会社の所得または欠損などを反映させた金額に修正しなければなら
ない。投資価額修正は，最下位の子会社株式よりを行い，上位階層の投資価額修正に段階的に
反映させていく。
　投資価額修正には，子会社株式の簿価を増額させる積極修正（positive adjustment）と，子
会社株式の簿価を減額させる消極修正（negative adjustment）がある。投資価額修正の基礎
となる修正金額は，主に連結子会社の当期の課税所得または欠損であるが，この他に，歳入法
243条の配当に該当する受取配当金などの非課税所得，寄付金・交際費などの社外流出の損金
不算入費用，および子会社株式に係る支払配当を含む。このうち連結子会社の当期課税所得と
非課税所得は積極修正項目に該当し，それ以外は消極修正項目に該当する。
　投資価額修正は，子会社株式の持分割合に応じて行われる。すなわち，子会社株式の所有割
合が100％に満たない場合，積極修正項目または消極修正項目の金額に持分割合を乗じた金額
が子会社株式の修正金額となる。投資価額修正の結果，子会社株式の金額がマイナスとなった
場合には，負の子会社株式勘定を示す超過損失勘定（excess loss account）が計上される。超
過損失勘定が発生した場合，それ以降の投資修正は超過損失勘定の減額から優先的に実施され
る。
②投資価額修正による租税回避行為の防止
　現在の投資修正規定は，1966年の連結申告規則の改正において導入されたものである。当時
は，会計原則審議会（Accounting Principles Board）が会計における持分法（equity 
approach）の適用を推奨していたこともあり，Crumbley［1968］などは租税法による会計上
の持分法の容認と捉え，連結納税制度は連結財務諸表制度の財務報告目的に近づいたと評価し
ていた。しかし実際に，両者は適用の範囲や目的において大きく異なる。投資価額修正の主た
る目的は，損失の二重控除を利用した租税回避行為を防止することにあると考えられる。
　いまＰ社は，当期にＳ社の発行済株式すべてを100で連結グループ外の第三者から取得し，
当年度より連結納税制度を採用し，翌期にS社株式すべてを売却したとしよう。この設例の要
点は，支配関係で上位にある連結法人によって子会社株式の投資価額修正が行われなければ，
下位の連結子会社で発生した欠損とこれに起因する損失を連結グループ内で二重に控除する機
会を与えうる可能性があることを示している点である。当期のＰ社の個別課税所得は10，Ｓ社
の個別課税所得は▲10（欠損）であるとする。当期においては，子会社Ｓ社に欠損が生じてい
るので，Ｐ社の所得と相殺することにより，連結ベースで節税効果（法人税率を30％とすると，
節税額は３である）を享受することになる。翌期においては，Ｐ社が保有するＳ社株式すべて
を売却するが，Ｓ社は前期に欠損が発生したため，Ｓ社株式の市場価額は，少なくとも前期の
欠損に相当する金額だけ価値下落が生じていると考えられる。Ｓ社株式の市場価額を90（＝
100－10）とし，かつＳ社株式簿価の修正を行わずに市場価額で売却したとすると，Ｐ社で価
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値下落分と同額の売却損10（＝90－100）が発生し，翌期においても，連結ベースで節税効果（法
人税率を30％とすると，節税額は３である）を享受することになる。
　これに対し前述の投資価額修正を前提とするならば，当期末にＳ社株式の税務上の簿価は90
（＝100－10）に修正されるので，翌期においてＳ社株式の売却損益が認識されることはなく，
損失の二重控除を利用した租税回避行為が防止されることになる。
③投資価額修正による二重課税の回避
　さらに投資価額修正は，所得の二重課税を回避する機能も有している。さきの設例において，
当期のＰ社とＳ社の個別課税所得がともに10であるとしよう。このとき連結課税所得は20であ
るから，連結納税債務は６（＝20×30％）となる。いま所得金額を基準にして連結納税債務を
配分するならば，当期のＰ社，Ｓ社の負担すべき納税債務はともに３となる。翌期にＰ社はＳ
社株式すべてを売却するが，Ｓ社は前期において所得の実質的な増加（課税後所得７（＝10－
３）を意味する）が生じたのであるから，Ｓ社株式の市場価額については，少なくとも前期の
課税後所得に相当する金額だけ価値上昇が見込まれる。Ｓ社株式の市場価額を107（＝100＋７）
とし，かつＳ社株式簿価の修正を行わずに市場価額で売却したとすると，価値上昇分と同額の
売却益７（＝107－100）が発生し，Ｐ社でこの売却益に対する課税がなされることになる。
　このように子会社株式の投資価額修正が行われなければ，連結子会社で発生した利益とこれ
に起因する所得に対し課税がなされ，連結ベースで二重の税負担を強いられることになる。こ
れに対し前述の投資価額修正を前提とするならば，当期末にS社株式の税務上の簿価は107（＝
100＋７）に修正されるので，翌期においてＳ社株式の売却損益が認識されることはなく，所
得の二重課税は回避されることになる。
６．損益通算に係る損失控除の制限
（１）含み損失の控除制限
　企業側からみた連結納税制度の最大の利点は，いうまでもなく，連結グループ内で所得と欠
損を相殺し，連結ベースでの課税所得の金額を引き下げることができる点である。しかしなが
ら，無制限な所得と損失の相殺を認めるならば，企業集団規模での租税回避行為につながる恐
れがある。そこで米国の連結申告規則では，所得と損失の相殺を利用した租税回避行為を防止
するために，損失の控除に関する制限規定を設けている。そのひとつが，資産の含み損失控除
（built-in deductions）の制限である。連結申告規則は，連結申告を行う以前の個別申告年度
において，すでに経済的に発生していた未実現の損失（losses which are economically 
accrued）で，連結申告年度において実現した損失については，その損失を生み出した法人の
所得に対してのみ損失控除を認めるという制限規定を設けている（Reg.1.1502-15（a））。
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　たとえば，連結申告年度以前に連結子会社Ｓ社が所有していた資産（帳簿価額100，市場価
額60）を，連結申告年度に市場価額50で連結グループ外の法人に売却したとする。このときの
売却損は50であるが，このうち40についてはＳ社の個別申告年度においてすでに経済的に発生
していた損失とみなされる。したがって損失40については，その控除がＳ社の所得からのみに
制限され，損失10についてのみ，他の連結法人の所得からの控除が可能となる。
　ただし連結グループが，（a）含み損失の発生している資産を連結申告開始後５年を超えて保
有している場合，または（b）含み損失の金額が資産の市場価額の15％に満たない場合，この制
限規定は適用されない。
（２）子会社株式譲渡損失の否認
　連結申告規則は，連結子会社株式に係る譲渡損失の損金算入を原則的に否認する「損失否認
規定（loss disallowance rule）」を設けている（Reg.1.1502-20）。前述した投資価額修正の手続
には，損失の二重控除による租税回避行為を防止するというねらいがあるが，他方で，その仕
組みを利用した，いわゆる鏡の子取引（son of mirror transactions）（Reg.1.1502-20（a）（5）
Example.1）とよばれる取引スキームを用いて，連結子会社資産の売却益に対する課税を連結
ベースで回避するという問題が指摘される。
　いまＰ社は当期にＳ社（簿価50，時価100の資産を保有）の発行済株式すべてを100で取得し，
当年度より連結申告を開始したとする。Ｓ社は自己保有の資産を100で連結グループ外の法人
に売却し，Ｓ社が計上した売却益50は連結課税所得に算入された。またこれに伴い，当期末に
Ｐ社保有のＳ社株式は投資価額修正により150（＝100＋50）に修正される。そして５年後，Ｐ
社はＳ社株式すべてを100で連結グループ外の法人に売却し，売却損50（＝50－100）を計上し
たとする。すると，Ｓ社資産売却益50とＳ社株式売却損50は全体期間を通じて連結ベースで相
殺されるため，結果的にＳ社資産を非課税で売却したのに等しいこととなる。これは，投資価
額修正のメカニズムを利用しての，子会社資産売却益に関する租税回避行為であると考えられ
る。損失否認規定は，子会社株式に係る譲渡損失の損金算入を否認し，子会社資産の含み益に
起因する子会社資産の売却益に対し，連結ベースで課税を行うよう規制している。
（３）欠損金の控除制限
①所得から控除される２つの欠損
　連結グループ内で所得と相殺されうる欠損は，その発生時点によって次の２つに大別される。
ひとつは連結申告年度に発生した連結法人の当期の純事業欠損であり，いまひとつは連結納税
制度適用前の個別申告年度に発生した連結法人の純事業欠損（繰越欠損金）である。前者の欠
損は，他の連結法人の所得との通算が当然に認められる。しかし後者の欠損の取扱いについて
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は，他の連結法人の所得との相殺を認めるべきか，それとも他の連結法人の所得との相殺は連
結申告年度に発生した欠損のみに限定すべきかで見解の分かれるところである。特に個別申告
年度に発生した純事業欠損（繰越欠損金）についても所得との相殺を容認するならば，欠損法
人を買収し，所得と欠損の相殺による税負担の軽減を目的として連結納税制度が利用されるこ
とが懸念される。
②SRLY原則
　米国の連結納税制度では，個別申告年度に発生した純事業欠損についても，連結申告年度に
発生した所得との相殺を認めている（Reg.1.1502-21）。ただし無制限に容認するのではなく，
次の２つの控除制限規定を適用し欠損控除を制限することで，個別申告年度に発生した繰越欠
損金を利用した租税回避行為を防止している。
　そのひとつがSRLY原則（separate return limited year）とよばれる控除制限規定である。
連結申告規則は，連結法人の個別申告年度に発生した純事業欠損を連結申告年度に繰り越す場
合に，他の連結法人の所得と相殺することを禁止するが，当該連結法人に帰属する所得との相
殺は容認すると規定している。ただし，（a）親会社の個別申告年度に発生した純事業欠損およ
び（b）全期間を通じて連結納税制度の適用要件を満たしていた連結子会社の個別申告年度に発
生した純事業欠損については，親会社の所得との一体性を認め，SRLY原則の適用を受けない
としている（Reg.1.1502-1（f））。
　そしていまひとつの制限は，歳入法382条が規定する株主変動に伴う純事業欠損金の控除制
限規定の適用である。歳入法382条は，法人の持株割合に50％を超える変動があり，かつその
法人の事業が株主持分変動後２年以上継続されていない場合は，その持分割合変動前に発生し
た純事業欠損の繰越しを全額否認し，事業の継続性が認められる場合であっても，持分割合変
動前に発生した純事業欠損の繰越しを一定の金額（＝持分変動直前の法人の発行済株式の時価
総額×長期免税債利率）に制限している。
③SRLY原則による租税回避行為の防止
　SRLY原則は，含み損失の控除制限規定（６節（1）を参照）と概念的に類似している。ま
ず両者は，無制限な所得と損失の相殺を利用した連結ベースでの租税回避行為を防止するため
の損失控除に関する制限規定であるという点で共通している。また控除制限する損失の範囲を，
連結申告年度以前の連結法人の個別申告年度に起因する損失に限定しているのも同様である。
さらに損失の控除は，その損失を生み出した連結法人の所得に対してのみ容認している。
　その一方で，控除制限される損失の実質的な内容に関しては，両者において根本的に異なる。
含み損失の控除制限規定では，個別申告年度においてすでに経済的には発生しているが，いま
だ実現していない損失を対象としている。これに対しSRLY原則では，個別申告年度において
すでに実現した損失を対象としている。
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　このようにSRLY原則と含み損失の控除制限規定には，いくつかの異同点がみられるが，両
者は決してそれぞれ別個に機能するわけではない。SRLY原則と含み損失の控除制限規定のど
ちらか一方で足りるわけではなく，両者が同時に機能することで，はじめて損失控除を利用し
た租税回避行為を防止するという機能が有効に働くと考えられる。
７．むすびにかえて
　本稿では，米国における連結納税制度の発展を歴史的に考察するとともに，連結納税制度の
基本構造を体系的に分析することを試みた。本稿での考察結果を要約すると，次のとおりであ
る。
（1）米国の連結納税制度は，必ずしも一貫した政策的な思考や目的に基づいて発展してきた
ものではないといえる。すなわち当初は，会社分割を利用して累進的な戦時超過利潤税から逃
れようとする租税回避行為を防止するのが主たる目的とされていた。ところが，第一次世界大
戦の終結により超過利潤税が廃止されると，連結納税制度の必要性が失われることとなった。
さらに大恐慌による深刻な経済不況下で，所得と損失の相殺が税制上の優遇につながるとの批
判から，連結納税制度はいったん廃止されることとなった。ところが第二次世界大戦が始まる
と，超過利潤税の復活とともに，連結納税制度も再び導入されることとなった。そして1966年
に連結申告規則が大幅に見直されると，これをさかいに連結納税制度は，当初の租税回避行為
の防止目的の税制としてではなく，企業グループという経済的実態に即した課税の実現を目的
とする税制として，その合理性が広く認められるようになった。
（2）そして現在の米国の連結納税制度は，経済的一体性の認められる企業グループを租税算
定単位とみなして，企業グループの実質的な課税所得とそれに対する法人税額を計算し，最終
的に個別法人への帰属する納税義務額を確定するための税制として機能している。とりわけ，
経済的実質に基づいた税負担の実現と個別法人へ帰属する納税義務額の確定を，連結思考と実
質課税思考を有機的に結合させることによって実現しようとしている点が特徴的である。
（3）他方で，租税回避行為を未然に防止するための仕組みや規定が連結課税所得の計算構造
に多く組み込まれている点も，米国の連結納税制度の大きな特徴であるといえる。このことか
ら，米国の連結納税制度は，企業グループの経済的一体性を重視することによる課税の合理化
と，租税回避行為の防止という実践的課題という，場合によっては相反する２つの軸のうえに
構成されていると理解することもできる。
　法人課税制度は，基本理念や論理的な整合性を具備した規制の体系であるだけでなく，租税
回避行為や税収確保という実践的課題から逃れることはできない。しかしながら租税回避行為
の防止や税収確保という政策的配慮のゆえに，本来のあるべき課税所得計算が歪められている
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可能性がある。わが国の連結納税制度も例外ではなく，この点について検討を要すると考える。
したがって，この分野における今後の研究課題としては，わが国の連結納税制度を理論と実務
の観点から詳細に検証することが急務であり，そこで制度上の問題点が指摘されるならば，本
稿での米国の制度に関する考察から得られた知見をもとに改善策を提言し，制度運営のあり方
を議論していく必要がある。
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